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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 
令和４年４月１８日 

件  名 足立区地域保健福祉計画の策定について 

所管部課 福祉部 福祉管理課 

内  容 

「地域共生社会の実現」に向けた社会福祉法の平成２９年、令和２

年の改正を受けて、これまで計画として明文化していなかった「地域

保健福祉計画」を、以下により地域福祉計画として位置づけ、策定す

ることとする。 

１ 地域保健福祉計画を策定することとした経緯 

（１）これまで足立区では、高齢者保健福祉計画、障がい者計画など

の個別計画の策定をもって地域保健福祉計画と位置づけてきた。

（２）平成２９年の法改正により、区市町村が地域福祉計画の策定に

努めることが義務付けられ、既に２０区で策定済みとなっている。 

（３）高齢者保健福祉計画などの次期計画の策定にあわせて、福祉施

策に関連する計画を整理するとともに、令和２年の法改正で規定

された、高齢者、障がい者などの属性にかかわらず包括的に支援

する体制づくりを盛り込んだ「地域保健福祉計画」を策定する。

平成２９年６月 

法改正 

→区市町村の地域福祉計画策定が努力義務化

→福祉各分野の共通事項を定める上位計画としての位置づけが明確化

令和 ２年６月 

法改正 

→包括的な支援体制の整備を推進するための

重層的支援体制整備事業（※）の創設

※ 重層的支援体制整備事業

「地域共生社会の実現」を目指すための事業として、区市町村に

おいて既存の相談支援等の取組みを活かしつつ、地域住民の複雑

化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築す

るため、以下の事項を一体的に実施する国の事業（区市町村任意

事業）。

① 属性を問わない相談支援

②（引きこもりの方などの）参加支援

③ 地域づくりに向けた支援

２ 現行の福祉計画体系での課題 

（１）高齢者、障がい者など属性ごとの計画では対応が難しい、複合

的な課題や隙間の課題への取り組みを明確にする必要がある。

（２）社会の変化による「生きづらさの多様性・複雑性」を福祉施策

全体に反映させていく必要がある。

（３）地域共生社会の推進として、高齢者、障がい者など属性別の地

域での支援を、包括的にできる体制へと転換していく必要がある。 
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３ 社会福祉法が定める地域保健福祉計画に盛り込むべき事項 

（１）地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他

の福祉に関し、共通して取り組むべき事項

（２）地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

（３）地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する

事項

（４）地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

（５）地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の

整備に関する事項

４ 計画の体系（イメージ） 

福祉施策に関連する個別計画、事業をつなぎあわせて、「地域共生

者社会の実現」を最終目標にする。 

※ 連携する計画や事業は現時点での想定であり、今後の検討の中で

決定していく。

５ 計画期間 

令和６年度からの６年間とする。 

関連計画 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 

地域保健福祉計画 

障がい者計画 

高齢者保健福祉計画 

介護保険事業計画 

地域包括ケアビジョン  

足立区地域保健福祉計画 

障
が
い
者
計
画

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

保
健
衛
生
計
画

子
ど
も
・
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育
て

支
援
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業
計
画

生活 
困窮者 
対策 

ひとり 
親支援 

子ども 
の貧困 
対策 

絆 
づくり 
事業 

地域共生 

社会の 

実現 

新規策定  第１期（R6～11） 

推進プランⅣ（R6～11） 

第９期（R6～8） 第 10期（R9～11） 

～R7(2025 年) 
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６ 策定方法 

（１）足立区地域保健福祉推進協議会に諮り計画策定を進めていく。

（２）生活困窮者対策など新たな分野の検討も必要となることから、

外部有識者を含めた協議会委員の組織及び専門部会の再編成につ

いても進めていく。

（３）委員の組織等について、令和４年第２回定例会で「足立区地域

保健福祉推進協議会条例」改正案の提出を予定している。

７ 策定スケジュール（予定） 

令和４年 

４月 庁内での検討委員会を立ち上げ検討開始 

８月 
足立区地域保健福祉推進協議会に報告 

以降、各専門部会での検討・協議 

令和５年 

３月 高齢、障がい等計画との整合のため計画（案）骨子作成 

８月 計画（案）中間報告作成 

１０月 パブリックコメント実施 

令和６年 ３月 計画策定 

問 題 点 

今後の方針 

１ 同時期に策定する他の計画との整合を図りながら進めていく。 

２ 理念の明確化とあわせて、具体的な仕組みづくりを盛り込むなど、

実効性ある計画としていく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料

令和４年４月１８日 

件  名 足立区障がい福祉関連計画の策定スケジュールについて 

所管部課 福祉部 障がい福祉課、衛生部 中央本町地域・保健総合支援課 

内  容 

障害者基本法等が定める足立区障がい福祉関連計画について、以下のとおり

策定作業を進める。 

１ 策定する計画と計画年次、根拠法 ＊太枠・網掛け部が今回策定する計画 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 

障害者計画 
（障害者基本法） 

足立区障がい者計画 

～あだちノーマライゼーション推進プランⅣ～ 

障害福祉計画 
（障害者総合支援法） 

足立区第７期 

障がい福祉計画 

足立区第８期 

障がい福祉計画 

障害児福祉計画 
（児童福祉法） 

足立区第３期 

障がい児福祉計画 

足立区第４期 

障がい児福祉計画 

２ 計画策定までの主なスケジュール（予定） 

年月 内容 

令和４年４月  第１回プロポーザル選定委員会（公表書、説明書、

評価基準等の審議）

 実施手続き開始の公表

５月  事業者から参加表明書の提出

６月  第２回プロポーザル選定委員会（参加表明書の提

出資料の審査、提案書提出事業者の決定）

 事業者から提案書の提出

７月  第３回プロポーザル選定委員会（事業者によるプ

レゼンテーション、提案書の審査・特定）

 提案書特定の公表

９月  調査項目および構成の検討、調査票の作成

１０月  調査票の送付・回収

１月  調査結果の入力・分析

令和５年３月  調査結果報告書作成

４月  調査結果および国の基本指針に基づき計画案検討

１０月  足立区障がい福祉関連計画（案）中間報告作成

１１月  パブリックコメント、関係団体ヒアリングの実施

令和６年３月  足立区障がい福祉関連計画作成
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３ 次期計画の基礎資料とするため、令和４年度に実施する調査（案） 

調査対象 調査予定数等 

障がい者 区内に在住する、障がいに

関する手帳等を持つ１８歳

以上の方 

２，６００件 

＊障がい種別を考慮し無作為

抽出、調査票を郵送 

障がい児 区内に在住する、障がいに

関する手帳等を持つ１８歳

未満の方およびその保護者 

４００件 

＊障がい種別を考慮し無作為

抽出、調査票を郵送 

事業者 区内の障がい福祉サービス

等事業者 

全事業所 

＊Ｇｏｏｇｌｅフォームを活用した、

Ｗｅｂ調査を検討 

※  調査項目について、経年変化を追う項目に加え、新型コロナウイルス 

感染症感染拡大における影響等、近年のトピックとなる項目を追加する。 

問題点・ 

今後の方針 

 実態調査については、障がい者が回答しやすいような工夫（音声読み上げコ

ードの添付、ルビ、文字の見やすさの配慮等）を行う。 

 調査項目について、関係所管で把握したい内容があるか意見集約を行う。 

 計画の策定にあたっては、足立区地域保健福祉推進協議会及び足立区地域自

立支援協議会に諮る等、様々な関係者からの意見聴取に努めていく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

 令和４年４月１８日 

件  名 
足立区高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定スケジュールにつ

いて 

所管部課 福祉部 高齢者施策推進室 高齢福祉課、地域包括ケア推進課、介護保険課 

内  容 

足立区高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画について、以下のとおり策

定作業を進める。 

１ 計画年次 

令和６年度～令和８年度 

計画の期間については、３年を１期としている。 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

第８期 
 

   

第９期  調査・分析・策定 
 

 

２ 策定スケジュール（予定） 

令和４年 ４月 ・ 第１回 プロポーザル選定委員会（公表書、説

明書、評価基準等の審議） 

・ 実施手続き開始の公表 

５月 ・ 事業者から参加表明書の提出 

６月 ・ 第２回 プロポーザル選定委員会（参加表明書

の提出資料の審査。提案書提出事業者の決定） 

・ 事業者から提案書の提出 

７月 ・ 第３回 プロポーザル選定委員会（事業者によ

るプレゼンテーション。提案書の審査・特定） 

・ 提案書特定の公表 

９月～ ・ 在宅介護実態調査の実施、分析 

１１月～ ・ その他の調査の実施、分析 

令和５年 ４月 ・ 調査結果報告（速報） 

１０月～ ・ 足立区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

（案）中間報告 

・ 公聴会、パブリックコメントの実施 

令和６年 ３月 ・ 足立区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

（案）最終報告 

・ 足立区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

策定 

 

現在の計画 

次期計画 
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３ 次期計画の基礎資料とするため、令和４年度に実施する調査（案） 

 種別 対象者 調査対象者数・設問数 

区 

民 

対 

象 

調 

査 

①介護予防・日常生

活圏域ニーズに関

する調査 

65歳以上一般高齢

者、及び要支援認

定者 

・ ７，５００人 

（無作為抽出） 

・ ７０問程度 

②高齢者単身世帯実

態調査 

75歳以上の単身高

齢者 

・ ２，５００人 

（無作為抽出） 

・ ５０問程度 

③要介護認定者に関

する実態調査 

要介護1～5の認定

者 

・ ５，０００人 

（無作為抽出） 

・ ５０問程度 

④在宅介護の実態に

関する調査 

在宅生活中の要支

援・要介護認定者

（期間中に認定の

更新を行った者） 

・ １，０００人 

・ ２０問程度 

事 
業 

所 

対 

象 

調 

査 

⑤在宅サービス事業

所調査 

在宅サービス提供

事業者 

・ 約７５０事業所 

（全数調査） 

・ ５０問程度 

⑥居宅介護支援事業

所調査 

居宅介護支援事業

所 

・ 約２５０事業所 

（全数調査） 

・ ５０問程度 

⑦介護保険施設調査 介護保険施設 

・ 約５０事業所 

（全数調査） 

・ ５０問程度 

⑧有料老人ホーム施

設調査 

有料老人ホーム施

設 

・ 約５０事業所 

（全数調査） 

・ ５０問程度 

⑨サービス付き高齢

者向け住宅調査 

サービス付き高齢

者向け住宅 

・ 約５０事業所 

（全数調査） 

・ ５０問程度 

※ 毎期調査する項目に加え、新型コロナウイルス感染症による影響等、 

近年のトピックとなる項目を追加する。 

 

問題点・ 

今後の方針 

・ 令和４年４～７月に開催するプロポーザル選定委員会によりコンサル事業者

を決定したうえ、高齢者等実態調査と次期計画の策定作業を行う。 

・ 令和５年１０月の計画（案）中間報告について、公聴会とパブリックコメン

トを実施する。また、令和５年度の地域保健福祉推進協議会介護保険・障が

い福祉専門部会において、計画内容を審議する。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

 

令和４年４月１８日 

件   名 足立福祉事務所東部福祉課の移転地の変更について 

所管部課名 
福祉部 足立福祉事務所 東部福祉課、施設営繕部 東部地区建設課、 

都市建設部 建築室 住宅課・区営住宅更新担当課 

内   容 

足立福祉事務所東部福祉課の移転について、綾瀬障がい福祉施設（東部

福祉課と綾瀬福祉園の複合施設）の狭小・狭隘状態を解消するため、母子

生活支援施設あすなろ大谷田跡地に単独で新築する計画であったが大谷田

区営住宅の集約建替えにあわせて、大谷田二丁目アパート敷地に区営住宅

と合築することに変更したため報告する。 

 

１ 建築概要 

（１）住 所  足立区大谷田二丁目９、１０番（別紙１参照） 

（２）構 造  ＲＣ造７階建 

（３）延床面積 約５，５００㎡（共用部を含む） 

施設 階数 面積 

東部福祉課 １、２階 
約１，８００㎡ 

※現行面積：１，２９０．４７㎡ 

区営住宅 ３～７階 約３，７００㎡ 

 

２ 計画変更の理由 

（１）東部福祉課及び大谷田区営住宅をそれぞれ単独で新築するよりも、 

合築で建設するほうが、事業費を約３．２億円削減できる。 

（※ 事業費は㎡単価から算出した概算金額） 

 単独建築  Ａ（ア＋イ） 

合築 Ｂ 差額 Ｃ 
 

東部福祉課

ア 

区営住宅 

イ 

工事費 30.3億円 14.3億円 16.0億円 26.8億円 ▲3.5億円 

設計費  1.5億円 
 0.5億円 

(支出済) 
 1.0億円  1.3億円 

 0.3億円 

(B-A+ｱ) 

計 31.8億円 14.8億円 17.0億円 28.1億円 ▲3.2億円 

（２）新移転地はバス通りに面しており、旧移転地よりも利便性が高い。 
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３ 今後のスケジュール 

（１）居住者・地域住民説明会   令和４年５月～ 

（２）基本計画策定、居住者移転  令和５年４月～ 

（３）基本設計・実施設計     令和６～７年度 

（４）区営住宅解体工事      令和７年度 

（５）合築施設建築工事      令和８～９年度 

（６）東部福祉課移転       令和１０年５月（予定） 

問 題 点 

今後の方針 

移転、合築にあたっては、地域住民及び区営住宅居住者の理解が得られ

るよう、丁寧な説明を行っていく。 

また、施設の設備、機能等については、関係所管・団体等と協議してい

く。 
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別紙１ 

区営 AP① 大谷田二丁目アパート 

区営 AP② 大谷田一丁目第２アパート 

区営 AP③ 大谷田一丁目第３アパート 
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